
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 5年度  事 業 報 告
令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 EAPメ ンタルヘルスカウンセリング協会

1 事業の成果
創設 11年 目を迎え、eMC資格認定試験を東京、愛知 (名 古屋 )、 宮城 (仙台)、 大阪で実施。より質の
高いカウンセラー養成を目指し、第21回 より1次 (学科)試験を導入 した。教育事業についてはEMCA
アカデミーとして各種研修やカウンセリングの実践機会など継続的な学習機会を設けるとともに、
オンラインカウンセラー育成プログラムを新たに提供 し、会員のスキルアップに向けた施策を実施
した。また、EAP従業員支援プログラムの普及及び支援事業については、企業内メンタルヘルス部
門やキャリアなど最前線にて支援する方々との連携やキャリアとメンタルの融合を目指すキャリア
部会の展開や、創設3年 目を迎えた全国支部会の活動支援を実施 した。情報提供事業については引
き続き協会機関誌の発行の他、協会ホームページを活用した情報発信の他、創設 10周年を記念し、
協会や会員の活動をまとめた 「eMC100人 の物語」を発表した。

(2)その他の事業

実施しなかった。

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

1事業
1

|

|

|

費の金額 (千

円)

資格認定試験
事業

EAPメ ンタルヘルス
カ ウンセ ラーの技術 レ
ベルを認定す る資格試

験の実施。

年 2回

計 15日 間
東京、

名古屋、
仙台
大阪 10名

首都圏及び主要都
市圏内企業・事業

所に所属する経営

者 。従業員一般

(不特定多数)

155７

，

EAPメ ンタル
ヘルス教育事業

EAPメ ンタルヘルス
カウンセ ラー養成のた

めのカ リキュラム開発

及びその教育事業

通年 法人
事務所

10名

首都圏及び主要都
市圏内企業 。事業

所に所属する経営

者 。従業員一般

(不特定多数)

20, 043

従業員支援プロ

グラム (EAP)
の普及 。導入支
援事業

企業、自治体等への従

業員支援 プ ログラム

(EAP)の 普及 。導
入 支援事業。

通年 法人

事務所

3名

首都圏及び主要都
市圏内企業 。事業

所に所属する経営

者 。従業員一般

(不特定多数 )

0

情報提供事業

協会ホームページの制

作を通 して、法人の活

動状況や EAPに 関す
る情報発信を実施。

通年 法人
事務所

3名

首都圏及び主要都
市圏内企業 。事業

所に所属する経営

者 。従業員一般

(不特定多数)

0



書式第 13号 (法第 28条 関係 ) 事 業 報 告 用

令和5年度  活動計算書

令和5年 4月 1日 から 令和6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 EAPメンタルヘルスカウンセリング協会

金 額科 目

1,060,000
6、 985_000

4,250,080
487.500

＾
υ

ｕ^
υ

ｎ
υ

民
υ

Ｘ^
υ

И
ｉ

8,045,000

4,737,580

27,198,795

48_831
48,400
431

22,598,287

8,664,518

7,528,635
27,506,642
35,035,277

4.250.080

8,335,441
4,399,420
1,111,897
2,687,560
997,269
4,250,080
329,120
0

487,500

66,000
84,810
256,010
25,683
90,000
166,700
49,498
500,000

-4,250,080

4,250,080
0

3,278,555
31,756,722
35,035.277

2受取寄付金等
受取寄付金振替額 (指定正味財産からの振替)
支部設立金。支部運営金 *

4その他収益
雑収入 (名 刺作成サービス代等)
受取利息 (普通預金利息)

経常収益計

Ⅱ 経常費用
1事業費
資格認定試験費 (会場費用、運営スタッフ費用等)
講師料 (セミナー講師料、カウンセラー費用)
会員管理業務費 (総会費用等 )
研修事業費 (会場費用等)
会報誌費用 (原稿制作費用、印刷代)
受講料充当額 (受取寄付金取り崩し)
システム運用費用
支部設立費 *

支部運営費 (975名 ×500円 )*

2管理費
(1)人件費
役員報酬
給料手当(スタッフ給与)
人件費計

(2)その他経費
採用費
印刷製本費 (協会ハ

°
ンフレット、封筒等)

旅費交通費 (スタッフ通勤費用、移動交通費)
消耗品費 (事務用品購入)
諸会費 (国際EAP協会、新宿NPOネットワーク協議会)
支払手数料 (ドメイン管理料、振込手数料等 )
通信費 (切手代等 )
寄付金
租税公課 (預金利息に対する所得税等)
その他経費計

経常費用計

3 事業収益
受験料収入

Ⅱ 一般正味財産への振替額

一般正味財産増減の部
I 経常収益
1受取会費
正会員受取入会金
正会員受取年会費

受講料収入
カウンセリング収入

当期一般正味財産増減額
前期繰越一般正味財産増減額
次期繰越一般正味財産増減額

指定正味財産増減の部
I受取寄付金

当期指定正味財産増減額
前期繰越指定正味財産増減額
次期繰越指定正味財産増減額

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額



書式第 15号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

令和5年度 貸借対照表

令和6年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人
EAPメンタルヘルスカウンセリング協会

(単位 :円 )

科
日

Ｈ 金 額

I 資産の部
1流動資産
現金預金

現金

普通預金

前払費用

流 動 資 産 合 計

2固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1流動負債
未払金

預り金

流 動 負 債 合 計

2固定負債
固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

438,035

41,102,332

275,000

∩
）

∩

ｖ

∩

Ｖ

6,734,429

45,561

41 815 367

∩

Ｖ

41,815,367

6,779,990

6,779,990

Λ
Ｕ

35,035,377



16 28 事 業 報 告 用

令和 5年度 計算書類の注記
特定非営利活動法人
EAPメ ンタルヘルスカウンセリング協会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会
計基準協議会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引 当金の計上基準
該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(6)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.事 業別損益の状況

事業部門計 管理部門 合計科 目
資格認定
試験事業

8,045,000
4,737,580
27,198,795

48,831

8,045,000
4,737,580
27,198,795

48,400 ４

人

8,045,000
4,737,580
27,198,795

48,831

40,030,206 40,029,775 431 40,030,206

8,664,518 8,664,5188,664,518
8,664,518 8,664,5188,664,518

8,335,441

4,399,420
1,111,897

2,687,560
997,269

4,250,080
329,120
487,500
0

0

0

0

0

0

0

0

0

22,598,287

0

0

0

0

0

0

0

0

66,000
84,810
256,010
25,683
90,000
166,700

49,498
500,000
65

1,238,766

8,335,441

4,399,420
1,111,897

2,687,560
997,269
4,250,080
329,120
487,500
66,000
84,810
256,010
25,683
90,000
166,700

49,498
500,000
65

23,837,053

8,335,441

4,399,420
1,111,897

2,687,560
997,269
4,250,080
329,120
487,500
66,000
84,810
256,010
25,683

90,000

166,700

49,498

500,000

65

23,837,053
22.598,287 9,903.284 32,501,57132,501,571

7.528,6357,528,635 17,431,488 -9,902,853

I 経常収益
1 受取会費
2.受取寄附金等
3.事業収益
4.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

人件費計
(2)その他経費
資格認定試験事業

講師料

会員管理業務費
研修事業費
会報誌費用

受講料充当額
システム運用費用

支部設立費・運営費

採用費

印刷製本費

旅費交通費
消耗品費

諸会費
支払手数料
通信費

寄付金

租税公課

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内容 金額 算定方法
該当なし

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費は従事割合に基づき按分 しています。

その他の事業に係る資産の状況

特になし

７

・

8

内容 期首残高 当期ナ加額 当期減少額 期末残高 備 考

4,250,080 ∩

〉 4,250,080日本ライセンスハ
゛
ンク寄附金

合計 4,250,080 4,250,080

EMCAア カデミー受講料補助に限定

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
ｎ
〉

∩
〉

〈Ｕ

0 0 0

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

合計

科 目 期首残高 当 月借入 当期返済 期末残高

合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内役員及び

近親者 との

取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

令和5年度  財産目録

令和 6年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人
EAPメンタルヘルスカウンセリング協会

(単位 :円 )

科
日

Ｈ 金 額

I 資産の部
1流動資産
現金預金

現金

普通預金

前払費用

流 動 資 産 合 計

2固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1流動負債
未払金

預り金

流 動 負 債 合 計

2固定負債
固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

438,035

41,102,332

275,000

ｎ
Ｖ

（
Ｕ

∩
）

6,734,429

45,661

∩

ｖ

41,815,367

6,780,090

6,780,090

ｎ

Ｖ

35,035,277

41,815,367



書式第 18号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

:宣i挫l壁堕:匿塾:五
`壁
盤2堕!坐1堕1塑

`型

:ど立:金__

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ピ1以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
ビ各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏    名

1

/~ヽ

鯉ジ・監事
マツタ
゛
  ナオユキ

 
令和5`午 4月 1日

令和6年3月 31日

年  月  日

年  月  日松田 直之

2

⌒

Qブ監事
シマタ
゛
  シケ
゛
ヒサ

嶋田 茂久

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年 月

月

日

日年

3

′
~ヽ

曜ヲ・監事
アキヤ  ユウシ

゛
令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日秋谷 裕二

4

′
~ヽ

暖讐ヲ
・監事

ナカ
゛
イ  ユサ

永井 裕理

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

5
/~ヽ
理事
t壼ヲ

スキ
゛
オ  テツヤ 令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年   月 日

日年 月杉尾 哲也

6 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

年 日

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

年 日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 ) 設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人EAPメ ンタルヘルスカウンセリング協会

氏   名

松田 直之  

2 嶋田 茂久

3 秋谷 裕二

4
永井 裕理
(石川 裕理)

5 杉尾 哲也

6 河江 信嗣

7 吉田 智美

8 中川 知世

9 小西 崇介

10

株式会社

リカレン トキャリア

代表取締役 松田満江
 

11

12




